
フランスベッド株式会社 福祉用具貸与事業所 

運   営  規  程 

 

（事業の目的） 

第１条 フランスベッド株式会社（以下「事業者」という。」が開設するフランスベッド株

式会社メディカル松山営業所（以下「事業所」という。）が行う福祉用具貸与事業（以

下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を

定め、事業所の介護福祉士、義肢装具士、保健師、看護師、准看護師、理学療法士、

作業療法士、社会福祉士又は厚生労働大臣が指定した専門相談員講習会修了者若しく

は都道府県知事がこれと同等以上の講習を受けたと認める者(以下「専門相談員」とい

う。)が要介護状態にある利用者に対し、適正な福祉用具貸与を提供することを目的と

する。 

（運営の方針） 

第２条 事業の実施に当たっては、利用者の意思、及び人格を尊重して、常に利用者の立

場に立ったサービスの提供に努めるものとする。 

２． 事業所の専門相談員は、利用者が、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

こと 

第３条 ができるよう、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を

踏まえた適切な福祉用具の選定の援助、取り付け、調整等を行い、福祉用具を

貸与することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能訓練に資す

るとともに、利用者を介護する者の負担の軽減を図る。 

３． 事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、市町村、居宅介護支援事業

所、地域包括支援センター、他の居宅サービス事業者、その他の保健医療サービス

及び福祉サービスを提供する者との連携に努めるものとする。 

（事業所の名称） 

第４条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。 

１． 名 称 フランスベッド株式会社 メディカル松山営業所 

２． 所在地 〒790-0038 愛媛県松山市和泉北 1丁目 5番 20号 

（従業者の職種、員数、及び職務内容） 

第 4条 事業所に勤務する従業者職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

１． 管理者       1 名 （兼任常勤専門相談員） 

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、自ら

も福祉用具貸与の提供に当たるものとする。 

２． 専門相談員    2 名以上 （常勤） 

専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成・変更を行い、指定福祉用具貸与の提供



に当たる。福祉用具貸与計画の作成後、実施状況の把握（以下「モニタリング」

という。）を行う。 

計画に基づくサービス提供の開始時から少なくとも１回以上モニタリングを行い、

継続の必要性について検討を行う。 

そのモニタリングの結果を記録し、居宅サービス計画を作成した指定居宅介護支

援事業者に報告する。 

 

３．  事務職員     2 名以上 （常勤） 

事務職員は、必要な事務を行う。    

    

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

① 営業日  月曜日から土曜日までとする。（ただし、祝日・８/１３～８/１５・１

２ / ３ １ ～ １ / ３ の 休                           

業日を除く）        

② 営業時間  午前９時から午後５時４５分までとする。 

（福祉用具貸与の提供方法、取り扱う種目及び利用料その他費用の額） 

第６条 福祉用具貸与の提供方法は次のとおりとする。 

① 福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防

止並びに介護する者の負担の軽減に資するよう、適切に行う。 

②選択制の対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者が指定

福祉用具貸与又は指定特定福祉用具販売のいずれかを選択できることについて十分な

説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供するとともに、医

師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス計画の原案に位置付けた指

定居宅サービス等の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ、

提案を行う。 

 

③福祉用具貸与の提供に当たっては、常に清潔かつ安全で正常な機能を有する福祉用

具の貸与を行う。 

２． この事業所において取り扱う福祉用具の種目は次のとおりである。 

１． 車いす  ２．車いす付属品 ３．特殊寝台 ４．特殊

寝台付属品 

５．床ずれ防止用具 ６．体位変換器 ７．手すり  ８．スロープ 

９．歩行器 １０．歩行補助杖 １１．認知症老人徘徊感知機器 １２．移

動用リフト 

１３．自動排泄処理装置 



 ただし要介護度によって、手すり、スロープ、歩行器、歩行補助杖以外は、原則

利用が認められない。なおその他の種目について、特例として一定の条件に該当す

る場合は、利用が認められる例外給付もある。 

３． 福祉用具貸与を提供した場合の利用料の額は、別添カタログ並びにチラシに記載のと

おりとし、当該福祉用具貸与が法定代理受領サービスであるときは、利用料のうち各

利用者の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとする。 

４． 法定代理受領以外の利用料については、別添カタログ並びにチラシに記載のとおりと

する。 

５． 利用料の算出方法について 

レンタル料は1 ヶ月単位とし、開始月と終了月の利用料は次のとおりとする。 

①契約の開始日がその月の１５日以前の場合は月額レンタル料相当額 

契約の開始日がその月の１６日以後の場合は月額レンタル料の１/２相当額 

②契約の終了日がその月の１５日以前の場合は月額レンタル料の１/２相当額 

契約の終了日がその月の１６日以後の場合は月額レンタル料相当額 

③レンタル契約の開始日と終了日が同月内の場合は月額レンタル料相当額 

介護保険が適用されない場合、或いは介護保険での利用上限を超える場合は、レンタ

ル料金全額がご利用者の負担となる。 

６． 次条に定める通常の事業の実施地域を越えて行う事業に要する交通費は、その実費を

徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。 

➀通常の事業の実施地域を越えてから、片道１kmあたり 100円とする。 

➁上記地区で有料道路の場合は実費を徴収するものとする。 

福祉用具の搬入に特別な措置が必要な場合に要する費用については、実費とする。   

７． 前３項より 6項の利用料等の支払いを受けたときは、利用料とその他の利用料（個別

の費用ごとに区分）について記載した領収証を交付する。 

８． 福祉用具貸与について、予め利用者またはその家族に対し、利用料ならびにその他の

利用料の内容及び金額に対し事前に文書で説明した上で、支払いに同意する旨の文書

に署名捺印を受けることとする。 

９． 法定代理受領サービスに該当しない福祉用具貸与に係わる利用料の支払いを受けた場

合は、福祉用具貸与の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービ

ス提供証明書を利用者に対して交付する。 

１０． 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、指定福祉用具貸

与の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した福祉用具計

画を作成し、利用者またはその家族に同意をえたうえで交付を行う。また、福祉用具

貸与計画の作成後、当該福祉用具貸与計画の実施時状況の把握を行い、必要に応じて

当該福祉用具貸与計画の変更を行う。 

（通常の事業実施地域） 



第７条 通常の事業の実施地域は、愛媛県松山市・東温市・伊予市・伊予郡松前町・伊予

郡砥部町・今治市・上浮穴郡久万高原町とする。（島しょ部を除く） 

（衛生管理等） 

第８条 事業所の管理者は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行

うものとする。 

２． 常に清潔な福祉用具を貸与に供する為、回収した福祉用具を、種類・材質等からみ

て適切な方法にて消毒を行い、未消毒の福祉用具と明確に区分して保管する。なお、

一部商品の保管・消毒については外部委託消毒を行うものとする。委託先：日本ケ

アサプライ株式会社、株式会社新光産業、株式会社モリトー。 

３． 事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に努めるものとする。 

４． 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲

げる措置を講じるものとする。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６ヶ月に１回

以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施する。 

（虐待防止に関する事項）  

 第９条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の

措置を講ずるものとする。 

① 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に

周知徹底を図る 

② 虐待防止のための指針の整備 

③ 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 

事業所の管理者及び従業者は、高齢者虐待防止法に基づき、利用者等の人権擁護と

利用者虐待の発見と防止に努め、必要な体制を整え、従業者に研修を実施する等の

措置を講ずる。また、訪問した利用者宅にて利用者虐待を発見した場合は、市町村

等関係各所に速やかに通報するものとする。 

（業務継続計画の策定等） 

第１０条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定福祉用具

貸与の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必



要な措置を講じるものとする。 

２． 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するものとする。 

３． 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。 

（身体拘束）  

第１１条 事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）は行わない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する

ものとする。 

 

（苦情処理） 

第１2条 管理者は、提供した福祉用具貸与に関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ

適切に対応するため、担当職員を置き、解決に向けて調査を実施し、改善の措置を

講じ、利用者及び家族に説明するものとする。 

（事故発生時の対応） 

第１3.条 当事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速

やかに市町村、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要

な措置を行う。  

  ２．当事業所は、サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償

すべき事故が発生の場合には、速やかに損害賠償を行う。 

  ３．当事業所は、前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入する。 

（非常災害発生時の対応） 

第１4条 当事業所は、非常災害発生に際し、事業を継続することができるよう他の社会福

祉施設と連携し、協力することができる体制を構築するよう努める。 

（暴力団排除） 

第１5 条 事業所を運営する法人の役員及び事業所の管理者その他の従業者は、暴力団員

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律「平成 3年度法律第 77号」第 2

条第 6号に規定する暴力団員をいう。次項において同じ。）であってはならない。 

  ２.  事業所はその運営について、暴力団員の支配を受けてはならない。 

（その他運営に関する重要事項） 

第１6条   事業者は、専門相談員の質的向上を図るための研修の機会を次の 

とおり設けるものとし、また、業務態勢を整備する。 

①採用時研修  採用後 ６ヶ月以内 

②継続研修    年 １回 



２． 秘密の保持 

①従業者は業務上知り得た利用者、又はその家族の秘密を保持する. 

②従業者であった者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者と

の雇用契約の内容とする。 

３． 掲示及び目録の備え付け 

①事業所の見やすい場所に運営規程の概要を掲示し、サービス利用申込者のサービ

スの  選択に資するように努める。 

②サービス利用申込者のサービスの選択に資するよう、取り扱う福祉用具の品目・

品名・ 利用料金等を記載した目録を事業所に備え付ける。 

４． 正当な理由なく福祉用具貸与サービスの提供を拒まない。 

５． 自社によるサービス提供が困難な時には、速やかに適当な他の福祉用具貸与事業者

を紹介する等の措置を講じる。 

６． 要介護認定等の認定を受けていない利用申込者に対しては、当該利用者の意向を踏

まえて、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行う。また、必要に応じて

申請申込も視野に入れて援助を行う。 

７． 利用申込者が法定代理受領サービスの提供を受けるための援助を行う。 

８． 居宅サービス計画が作成されている場合には、機能又は価格帯の異なる複数の福祉

用具に関する情報を利用者に提供し、福祉用具貸与計画の作成・変更を行い、利用

者及び当該利用者に係る介護支援専門員に交付し計画に沿ったサービスを提供する

とともに、利用者に計画の変更の意向があるときは必要な援助を行う。 

９． 利用者の要介護認定等につき認定審査会意見が付されている場合には、認定審査会

意見に配慮して福祉用具貸与サービスを提供する。 

１０． 従業者に身分を証する書類を携行させ、利用者又は家族から求められた

ときは、これを提示するものとする。 

１１． 利用者からの相談または苦情等に対する窓口を置き、文書で記録し保管

する。 

 

12.事業所は、適切な指定福祉用具貸与の提供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより福祉用具専門相談員の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

 

１３.この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は事業者と事業所の管理者との

協議に基づいて定めるものとする。 

附 則 



この規程は、令和 6 年 4月 1日から施行する。 

フランスベッド株式会社 介護予防福祉用具貸与事業所 

運   営  規  程  

 

（事業の目的） 

第９条 フランスベッド株式会社（以下「事業者」という。）が開設するフランスベッド株

式会社メディカル松山営業所（以下 「事業所」という。）が行う介護予防福祉用

具貸与事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理

運営に関する事項を定め、事業所の介護福祉士、義肢装具士、保健師、看護師、

准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士又は厚生労働大臣が指定した専

門相談員講習会修了者若しくは都道府県知事がこれと同等以上の講習を受けたと

認める者(以下「専門相談員」という)が要支援状態にある利用者に対し、適正な介

護予防福祉用具貸与を提供することを目的とする。 

（運営の方針） 

第１０条 事業の実施に当たっては、利用者の意思、及び人格を尊重して、常に利用者の立

場に 

立ったサービスの提供に努めるものとする。 

３． 事業所の専門相談員は、介護予防福祉用具貸与の提供に当たって、要支援者が可能

な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、要支援者の

心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえた適切な福祉用具の選定の援

助、取り付け、調整等を行い、福祉用具を貸与することにより、要支援者の生活機

能の維持又は改善を図る。 

４． 事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、介護予防支援事業所、地域

包括支援センター、市町村、他の居宅サービス事業者、その他の保健医療サービス

及び福祉サービスを提供する者との連携に努めるものとする。 

（事業所の名称） 

第１１条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。 

３． 名 称 フランスベッド株式会社 メディカル松山営業所 

４． 所在地 〒790-0038  愛媛県松山市和泉北 1丁目 5番 20号 

（従業者の職種、員数、及び職務内容） 

第１２条 事業所に勤務する従業者の職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

３． 管理者       1 名 （兼任常勤専門相談員） 

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、自ら

も介護予防福祉用具貸与の提供に当たるものとする。 

４． 専門相談員    2名 以上（常勤） 



専門相談員は、介護予防福祉用具貸与計画の作成・変更を行い、介護予防福祉用

具の提供に当たる。 

福祉用具貸与計画の作成後、実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を

行う。 

計画に基づくサービス提供の開始時から少なくとも１回以上モニタリングを行い、

継続の必要性について検討を行う。 

そのモニタリングの結果を記録し、居宅サービス計画を作成した指定居宅介護支

援事業者に報告する 

 

３．  事務職員     2 名 以上（常勤） 

事務職員は、必要な事務を行う。     

（営業日及び営業時間） 

第１３条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

③ 営業日  月曜日から土曜日までとする。（ただし、祝日・８/１３～８/１５・１

２ / ３ １ ～ １ / ３ の 休                           

業日を除く）        

④ 営業時間  午前９時から午後５時４５分までとする。 

（介護予防福祉用具貸与の提供方法、取り扱う種目及び利用料その他費用の額） 

第１４条 介護予防福祉用具貸与の提供方法は次のとおりとする。 

② 介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者の要支援状態の軽減若しくは

悪化の防止並びに介護する者の負担の軽減に資するよう、適切に行う。 

③ 選択制の対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利

用者が指定介護予防福祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれか

を選択できることについて十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たっ

て必要な情報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者その他の関係

者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ、提案を行う。 

 

④ 介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、常に清潔かつ安全で正常な機能を有

する福祉用具の貸与を行う。 

３． この事業所において取り扱う福祉用具の種目は次のとおりである。 

２． 車いす  ２．車いす付属品 ３．特殊寝台 ４．特殊

寝台付属品 

５．床ずれ防止用具 ６．体位変換器 ７．手すり  ８．スロープ 

９．歩行器 １０．歩行補助杖 １１．認知症老人徘徊感知機器 １２．移

動用リフト 



１３．自動排泄処理装置 

   ただし要介護度によって、手すり、スロープ、歩行器、歩行補助杖以外は、原

則利用が認められない。なおその他の種目について、特例として一定の条件に該当

する場合は、利用が認められる例外給付もある。 

１１． 介護予防福祉用具貸与を提供した場合の利用料の額は、別添カタログ並びにチラ

シに記載のとおりとし、当該介護予防福祉用具貸与が法定代理受領サービスであると

きは、利用料のうち各利用者の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとする。 

１２． 法定代理受領以外の利用料については、別添カタログ並びにチラシに記載のとお

りとする。 

１３． 利用料の算出方法について 

レンタル料は1 ヶ月単位とし、開始月と終了月の利用料は次のとおりとする。 

①契約の開始日がその月の１５日以前の場合は月額レンタル料相当額 

契約の開始日がその月の１６日以後の場合は月額レンタル料の１/２相当額 

②契約の終了日がその月の１５日以前の場合は月額レンタル料の１/２相当額 

契約の終了日がその月の１６日以後の場合は月額レンタル料相当額 

③レンタル契約の開始日と終了日が同月内の場合は月額レンタル料相当額 

介護保険が適用されない場合、或いは介護保険での利用上限を超える場合は、レン

タル料金全額がご利用者の負担となる。 

１４． 次条に定める通常の事業の実施地域を越えて行う事業に要する交通費は、その実

費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。 

➀通常の事業の実施地域を越えてから、片道１kmあたり 100円とする。 

➁上記地区で有料道路の場合は実費を徴収するものとする。 

１５． 介護予防福祉用具の搬入に特別な措置が必要な場合に要する費用については、実

費とする。 

１６． 前３項より 6項の利用料等の支払いを受けたときは、利用料とその他の利用料（個

別の費用ごとに区分）について記載した領収証を交付する。 

１７． 介護予防福祉用具貸与について、予め利用者またはその家族に対し、利用料なら

びにその他の利用料の内容及び金額に対し事前に文書で説明した上で、支払いに同意

する旨の文書に署名捺印を受けることとする。 

１８． 法定代理受領サービスに該当しない介護予防福祉用具貸与に係わる利用料の支払

いを受けた場合は、介護予防福祉用具貸与の内容、費用の額その他必要と認められる

事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付する。 

１９． 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、指定介護予防福

祉用具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した介

護予防福祉用具貸与計画を作成し、利用者またはその家族に同意をえたうえで交付を

行う。また、介護予防福祉用具貸与計画の作成後、当該介護予防福祉用具貸与計画の



実施時状況の把握を行い、必要に応じて当該介護予防貸与計画の変更を行う。 

（通常の事業実施地域） 

第１５条 通常の事業の実施地域は、愛媛県松山市・東温市・伊予市・伊予郡松前町・伊予

郡砥部町・今治市・上浮穴郡久万高原町とする。（島しょ部を除く） 

（衛生管理等） 

第１６条 事業所の管理者は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行

うも 

のとする。 

５． 常に清潔な福祉用具を貸与に供する為、回収した福祉用具を、種類・材質等からみ

て適切な方法にて消毒を行い、未消毒の福祉用具と明確に区分して保管する。 

なお、一部商品の保管・消毒については外部委託消毒を行うものとする。委託先：

日本ケアサプライ株式会社、株式会社新光産業、株式会社モリトー。 

６． 事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に努めるものとする。 

７． 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲

げる措置を講じるものとする。 

④ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６ヶ月に１回

以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

⑤ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

⑥ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施する。 

８．  

（虐待防止に関する事項） 

第９条   事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次

の措置を講ずるものとする。 

⑤ 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に

周知徹底を図る 

⑥ 虐待防止のための指針の整備 

⑦ 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

⑧ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

２． 事業所の管理者及び従業者は、高齢者虐待防止法に基づき、利用者等の人権擁護と

利用者虐待の発見と防止に努め、訪問した利用者宅にて利用者虐待を発見した場合

は、市町村等関係各所に速やかに通報するものとする。 

（業務継続計画の策定等） 

第１０条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定福祉用具



貸与の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じるものとする。 

４． 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するものとする。 

５． 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。 

（身体拘束）  

第１１条 事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）は行わない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する

ものとする。 

 

（苦情処理） 

第１２条 管理者は、提供した介護予防福祉用具貸与に関する利用者からの苦情に対して、

迅速かつ適切に対応するため、担当職員を置き、解決に向けて調査を実施し、改善

の措置を講じ、利用者及び家族に説明するものとする。 

（事故発生時の対応） 

第１３条 当事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、

速やかに市町村、利用者の家族、介護予防支援事業者等に連絡を行うとともに、必

要な措置を行う。 

  ２．当事業所は、サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償

すべき事故が発生の場合には、速やかに損害賠償を行う。 

  ３．当事業所は、前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入する。 

（非常災害発生時の対応） 

第１４条 当事業所は、非常災害発生に際し、事業を継続することができるよう他の社会

福祉施設と連携し、協力することができる体制を構築するよう努める。 

（暴力団排除） 

第１５条 事業所を運営する法人の役員及び事業所の管理者その他の従業者は、暴力団員

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律「平成 3年度法律第 77号」第 2

条第 6号に規定する暴力団員をいう。次項において同じ。）であってはならない。 

  ２.  事業所はその運営について、暴力団員の支配を受けてはならない。 

（その他運営に関する重要事項） 

第１６条  事業者は、専門相談員の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設け

るものとし、また、業務態勢を整備する。 



①採用時研修  採用後 ６ヶ月以内 

②継続研修    年 １回 

１２． 秘密の保持 

③従業者は業務上知り得た利用者、又はその家族の秘密を保持する. 

④従業者であった者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者と

の雇用契約の内容とする。 

１３． 掲示及び目録の備え付け 

③事業所の見やすい場所に運営規程の概要を掲示し、サービス利用申込者のサービ

スの  選択に資するように努める。 

④サービス利用申込者のサービスの選択に資するよう、取り扱う福祉用具の品目・

品名・利用料金等を記載した目録を事業所に備え付ける。 

１４． 正当な理由なく介護予防福祉用具貸与サービスの提供を拒まない。 

１５． 自社によるサービス提供が困難な時には、速やかに適当な他の介護予防

福祉用具貸与事業者を紹介する等の措置を講じる。 

１６． 要介護認定等の認定を受けていない利用申込者に対しては、当該利用者

の意向を踏まえて、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行う。また、必

要に応じて申請申込も視野に入れて援助を行う。 

１７． 利用申込者が法定代理受領サービスの提供を受けるための援助を行う。 

１８． 介護予防サービス計画書が作成されている場合には、機能又は価格帯の

異なる複数の福祉用具に関する情報を利用者に提供し、介護予防福祉用具貸与計画

の作成・変更等を行い、利用者及び当該利用者に係る介護支援専門員に交付し計画

に沿ったサービスを提供するとともに、利用者に計画の変更の意向があるときは必

要な援助を行う。 

１９． 利用者の要支援認定等につき認定審査会意見が付されている場合には、

認定審査会意見に配慮して介護予防福祉用具貸与サービスを提供する。 

２０． 従業者に身分を証する書類を携行させ、利用者又は家族から求められた

ときは、これを提示するものとする。 

２１． 利用者からの相談または苦情等に対する窓口を置き、文書で記録し保管

する。 

 

２２． 事業所は、適切な指定福祉用具貸与の提供を確保する観点から、職場に

おいて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより福祉用具専門相談員の就業環境が害されること

を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

２３．  



２４． この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は事業者と事業所の

管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

附 則 

この規程は、令和  6年 4月 1日から施行する  

 

フランスベッド株式会社 特定福祉用具販売事業所 

運   営  規  程  

 

（事業の目的） 

第１７条 フランスベッド株式会社（以下「事業者」という。）が開設するフランスベ

ッド株式会社メディカル松山営業所（以下「事業所」という。）が行う特定福祉用具販売

事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関す

る事項を定め、事業所の介護福祉士、義肢装具士、保健師、看護師、准看護師、理学

療法士、作業療法士、社会福祉士又は厚生労働大臣が指定した専門相談員講習会修了

者若しくは都道府県知事がこれと同等以上の講習を受けたと認める者(以下「専門相談

員」という。)が、要介護状態にある利用者に対し、適正な特定福祉用具販売を提供す

ることを目的とする。 

（運営の方針） 

第１８条 事業の実施に当たっては、利用者の意思、及び人格を尊重して、常に利

用者の立場に 

立ったサービスの提供に努めるものとする。 

４． 事業所の専門相談員は、利用者が、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

こと 

ができるよう、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、適

切な特定 福祉用具の選定の援助、取り付け、調整等を行い、特定福祉用具を販売

することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能訓練に資するととも

に、利用者を介護する者の負担の軽減を図る。 

５． 事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、市町村、居宅介護支援事業

所、地域包括支援センター、他の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及

び福祉サービスを提供する者との連携に努めるものとする。 

（事業所の名称） 

第１９条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。 

５． 名 称 フランスベッド株式会社 メディカル松山営業所 

６． 所在地 〒790-0038 愛媛県松山市和泉北 1丁目 5番 20号 

（従業者の職種、員数、及び職務内容） 



第２０条 事業所に勤務する従業者職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

５． 管理者       1 名 （兼任常勤専門相談員） 

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、自ら

も福祉用具貸与の提供に当たるものとする。 

６． 専門相談員    2 名以上 （常勤） 

専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成・変更を行い、指定福祉用具貸与の提供

に当たる。 

３．  事務職員     2 名以上 （常勤） 

事務職員は、必要な事務を行う。   また、選択制の対象福祉用具に係る特定

福祉用具販売の提供にあたっては特定福祉用具販売計画に記載した目標の達成状況の確認

を行う。 

 

 

（営業日及び営業時間） 

第２１条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

⑤ 営業日  月曜日から土曜日までとする。（ただし、祝日・８/１３～８/１５・１

２ / ３ １ ～ １ / ３ の 休                           

業日を除く）        

⑥ 営業時間  午前９時から午後５時４５分までとする。 

（特定福祉用具販売の提供方法、取り扱う種目及び販売料金その他費用の額） 

第２２条 特定福祉用具販売の提供方法は次のとおりとする。 

⑤ 特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化

の防止並びに介護する者の負担の軽減に資するよう、適切に行う。 

⑥  選択制の対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者が

指定福祉用具貸与又は指定特定福祉用具販売のいずれかを選択できることについて、

十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供するととも

に、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス計画の原案に位置付

けた指定居宅サービス等の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等を

踏まえ、提案を行う 

⑦ 特定福祉用具販売の提供に当たっては、常に清潔かつ安全で正常な機能を有する

特定福祉用具の販売を行う。 

⑧ 選択制の対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者等か

らの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに、

必要な場合は、使用方法の指導、修理等を行うよう努める。 

 

２． この事業所において取り扱う特定福祉用具の種目は次のとおりである。 



１．腰掛便座  ２．自動排泄処理装置の交換可能部品 3.排泄予測支援機器 

 ４．入浴補助用具 ５.簡易浴槽 ６.移動用リフトのつり具の部分  

７.スロープ ８.歩行器 ９.歩行補助つえ 

３． 特定福祉用具販売を提供した場合の販売料金の額は、別添カタログ並びにチラシ

に記載の とおりとする。 

４． 次条に定める通常の事業の実施地域を越えて行う事業に要する交通費は、その実

費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。 

➀ 通常の事業の実施地域を越えてから、片道１kmあたり 100円とする。 

➁ 上記地区で有料道路の場合は実費を徴収するものとする。 

５． 特定福祉用具の搬入に特別な措置が必要な場合に要する費用については、実費と

する。 

６． 前３項より５項の販売料金等の支払いを受けたときは、販売料金とその他の料金

（個別の費用ごとに区分）について記載した領収書を交付する。 

    また、利用者が法定代理受領サービスの利用が出来ず、利用者から費用の全額

（10割）を徴収した場合、利用者の償還払い申請に供するようサービス提供証明書

を発行し被保険者に交付する。 

７． 特定福祉用具販売について、予め利用者またはその家族に対し、販売料金ならび

にその他の料金の内容及び金額を事前に文書で説明した上で、支払いに同意する旨

の文書に署名捺印を受けることとする。 

８． 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、特定福祉用具販

売の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した福祉用

具販売計画を作成し、利用者またはその家族に説明し同意を得たうえで交付を行う。

なお、指定福祉用具貸与の利用がある場合は、指定福祉用具貸与と指定特定福祉用

具販売に係る計画は、一体的に作成する。 

（通常の事業実施地域） 

第２３条 通常の事業の実施地域は、愛媛県松山市・東温市・伊予市・伊予郡松前

町・伊予郡砥部町・今治市・上浮穴郡久万高原町とする。（島しょ部を除く） 

（衛生管理等） 

第２４条 事業所の管理者は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な

管理を行うも 

のとする。 

９． 常に清潔な特定福祉用具を販売するため、衛生状態等に関して点検を行うものとす

る。 

１０． 事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に努めるものとする。 

１１． 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次

の各号に掲げる措置を講じるものとする。 



⑦ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６ヶ月に１回

以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

⑧ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

１２． 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のため

の研修及び訓練を定期的に実施する。 

 

（虐待防止に関する事項）  

第９条   事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次

の措置を講ずるものとする。 

⑨ 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に

周知徹底を図る 

⑩ 虐待防止のための指針の整備 

⑪ 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

⑫ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

事業所の管理者及び従業者は、高齢者虐待防止法に基づき、利用者等の人権擁護と

利用者虐待の発見と防止に努め、必要な体制を整え、従業者に研修を実施する等の

措置を講ずる。また、訪問した利用者宅にて利用者虐待を発見した場合は、市町村

等関係各所に速やかに通報するものとする。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第１０条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定特定福祉

用具販売の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従

い必要な措置を講じるものとする。 

６． 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するものとする。 

７． 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。 

（身体拘束）  

第１１条 事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）は行わない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する

ものとする。 



 

（苦情処理） 

第１2条 管理者は、提供した特定福祉用具販売に関する利用者からの苦情に対して、迅速

かつ適切に対応するため、担当職員を置き、解決に向けて調査を実施し、改善の措

置を講じ、利用者及び家族に説明するものとする。 

（事故発生時の対応） 

第 13条 当事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速

やかに市町村、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要

な措置を行う。 

  ２．当事業所は、サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償

すべき事故が発生の場合には、速やかに損害賠償を行う。 

  ３．当事業所は、前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入する。 

（非常災害発生時の対応） 

第１4条 当事業者は、非常災害発生に際し、事業を継続することができるよう他の社会福

祉施設と連携し、協力することが出来る体制を構築するよう努める。 

（暴力団排除） 

第１5 条 事業所を運営する法人の役員及び事業所の管理者その他の従業者は、暴力団員

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律「平成 3年度法律第 77号」第 2

条第 6号に規定する暴力団員をいう。次項において同じ。）であってはならない。 

  ２.  事業所はその運営について、暴力団員の支配を受けてはならない。 

（その他運営に関する重要事項） 

第１6条 事業者は、専門相談員の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるも

のとし、また、業務体制を整備する。 

①採用時研修  採用後 ６ヶ月以内 

②継続研修    年 １回 

２５． 秘密の保持 

⑤従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

⑥従業者であった者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者と

の雇用契約の内容とする。 

２６． この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は事業者と事業所の

管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

附 則 

この規程は、令和  6年  4月    日から施行する。 

フランスベッド株式会社 特定介護予防福祉用具販売事業所 

運   営  規  程  



 

（事業の目的） 

第２５条 フランスベッド株式会社（以下「事業者」という。）が開設するフランスベッド株式

会社メディカル松山営業所（以下「事業所」という。）が行う特定介護予防福祉用具

販売事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運

営に関する事項を定め、事業所の介護福祉士、義肢装具士、保健師、看護師、准

看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士又は厚生労働大臣が指定した専門

相談員講習会修了者若しくは都道府県知事がこれと同等以上の講習を受けたと認

める者(以下「専門相談員」という)が、要支援状態にある利用者に対し、適正な特

定介護予防福祉用具販売を提供することを目的とする。 

（運営の方針） 

第２６条 事業の実施に当たっては、利用者の意思、及び人格を尊重して、常に利用者の立

場に 

立ったサービスの提供に努めるものとする。 

５． 事業所の専門相談員は、利用者が、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

こと 

ができるよう、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、適

切な特定介護予防福祉用具の選定の援助、取り付け、調整等を行い、特定介護予防

福祉用具を販売することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能訓練

に資するとともに、利用者を介護する者の負担の軽減を図る。 

６． 事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、市町村、介護予防支援事業

所、地域期包括支援センター、他の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス

及び福祉サービスを提供する者との連携に努めるものとする。 

（事業所の名称） 

第２７条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。 

７． 名 称 フランスベッド株式会社 メディカル松山営業所 

８． 所在地 〒790-0038 愛媛県松山市和泉北 1丁目 5番 20号 

（従業者の職種、員数、及び職務内容） 

第２８条 事業所に勤務する従業者の職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

７． 管理者       1名 （兼任常勤専門相談員） 

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、自ら

も福祉用具貸与の提供に当たるものとする。 

８． 専門相談員    2 名以上 （常勤） 

専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成・変更を行い、指定福祉用具貸与の提供

に当たる。 

３．  事務職員     2 名以上 （常勤） 



事務職員は、必要な事務を行う。また、選択制の対象福祉用具に係る特定介護予

防福祉用具販売の提供にあたっては特定介護予防福祉用具販売計画に記載した目

標の達成状況の確認を行う。 

      

（営業日及び営業時間） 

第２９条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

⑦ 営業日  月曜日から土曜日までとする。（ただし、祝日・８/１３～８/１５・１

２ / ３ １ ～ １ / ３ の 休                           

業日を除く）        

⑧ 営業時間  午前９時から午後５時４５分までとする。 

（特定介護予防福祉用具販売の提供方法、取り扱う種目及び販売料金その他費用の額） 

第３０条 特定介護予防福祉用具販売の提供方法は次のとおりとする。 

⑨ 特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、利用者の要支援状態等の軽減若

しくは悪化の防止並びに介護する者の負担の軽減に資するよう、適切に行う。 

⑩ 選択制の対象福祉用具に係る特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、利用者

が指定介護予防福祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれかを選択で

きることについて、十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情

報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス

計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者その他の関係者の意見及び利用

者の身体の状況等を踏まえ、提案を行う 

⑪ 特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、常に清潔かつ安全で正常な機能

を有する特定介護予防福祉用具の販売を行う。 

④選択制の対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、

利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努める

とともに、必要な場合は、使用方法の指導、修理等を行うよう努める。 

 

２． この事業所において取り扱う特定介護予防福祉用具の種目は次のとおりである。 

１．腰掛便座  ２．自動排泄処理装置の交換可能部品  ３．排泄予測支援

機器 

4．入浴補助用具  5．簡易浴槽  6．移動用リフトのつり具の部分 

７．スロープ  ８．歩行器  ９．歩行補助つえ 

 

３． 特定介護予防福祉用具販売を提供した場合の販売料金の額は、別添カタログ並び

に 

チラシに 記載のとおりとする。 

４． 次条に定める通常の事業の実施地域を越えて行う事業に要する交通費は、その実



費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。 

➀ 通常の事業の実施地域を越えてから、片道１kmあたり 100円とする。 

➁ 上記地区で有料道路の場合は実費を徴収するものとする。 

５． 特定介護予防福祉用具の搬入に特別な措置が必要な場合に要する費用については、

実費とする。 

６． 前３項より５項の販売料金等の支払いを受けたときは、販売料金とその他の料金

（個別の費用ごとに区分）について記載した領収書を交付する。 

    また、利用者が法定代理受領サービスの利用が出来ず、利用者から費用の全額

（10割）を徴収した場合、利用者の償還払い申請に供するようサービス提供証明書

を発行し被保険者に交付する。 

７． 特定介護予防福祉用具販売に際し、予め利用者またはその家族に対し、販売料金

ならびにその他の料金の内容及び金額を事前に文書で説明した上で、支払いに同意

する旨の文書に署名捺印を受けることとする。 

８． 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、特定福祉用具販

売の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した介護予

防特定福祉用具販売計画を作成し、利用者またはその家族に説明し同意を得たうえ

で交付を行う。なお、指定福祉用具貸与の利用がある場合は、指定福祉用具貸与と

指定特定福祉用具販売に係る計画は、一体的に作成する。 

（通常の事業実施地域） 

第３１条 通常の事業の実施地域は、愛媛県松山市・東温市・伊予市・伊予郡砥部町・伊予

郡松前町・今治市・上浮穴郡久万高原町とする。（島しょ部を除く） 

（衛生管理等） 

第３２条  

１. 事業所の管理者は、従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行う

ものとする。 

１３． 常に清潔な特定介護予防福祉用具を販売するため、衛生状態等に関して

点検を行うものとする。 

１４． 事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に努めるものとする。 

１５． 事業所は、事業所において感染症が発生し、又は

まん延しないように次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 

⑨ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６ヶ月に１回

以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

⑩ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

１６． 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及

びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施する。 



（虐待防止に関する事項）  

 第９条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の

措置を講ずるものとする。 

⑬ 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に

周知徹底を図る 

⑭ 虐待防止のための指針の整備 

⑮ 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

⑯ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

  ２.事業所の管理者及び従業者は、高齢者虐待防止法に基づき、利用者等の人権擁護と

利用者虐待の発見と防止に努め、必要な体制を整え、従業者に研修を実施する等の

措置を講ずる。また、訪問した利用者宅にて利用者虐待を発見した場合は、市町村

等関係各所に速やかに通報するものとする。 

（業務継続計画の策定等） 

第１０条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する特定介護予防

福祉用具販売の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再

開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画

に従い必要な措置を講じるものとする。 

８． 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するものとする。 

９． 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。 

（身体拘束）  

第１１条 事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）は行わない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する

ものとする。 

 

（苦情処理） 

第１2条 管理者は、提供した特定介護予防福祉用具販売に関する利用者からの苦情に対し

て、迅速かつ適切に対応するため、担当職員を置き、解決に向けて調査を実施し、

改善の措置を講じ、利用者及び家族に説明するものとする。 

（事故発生時の対応） 

第１3条 当事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速

やかに市町村、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要



な措置を行う。 

  ２．当事業所は、サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償

すべき事故が発生の場合には、速やかに損害賠償を行う。 

  ３．当事業所は、前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入する。 

（非常災害発生時の対応） 

第１4条 当事業者は、非常災害発生に際し、事業を継続することができるよう他の社会福

祉施設と連携し、協力することが出来る体制を構築するよう努める。 

（暴力団排除） 

第１5 条 事業所を運営する法人の役員及び事業所の管理者その他の従業者は、暴力団員

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律「平成 3年度法律第 77号」第 2

条第 6号に規定する暴力団員をいう。次項において同じ。）であってはならない。 

  ２.  事業所はその運営について、暴力団員の支配を受けてはならない。 

（その他運営に関する重要事項） 

第１5条 事業者は、専門相談員の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるも

のとし、 また、業務体制を整備する。 

①採用時研修  採用後 ６ヶ月以内 

②継続研修    年 １回 

２７． 秘密の保持 

⑦従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

⑧従業者であった者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者と

の雇用契約の内容とする。 

 

3.事業所は、適切な指定特定介護予防福祉用具販売の提供を確保する観点から、職場にお

いて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより福祉用具専門相談員の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

 

４..この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は事業者と事業所の 管理者との協

議に基づいて定めるものとする。 

附 則 

この規程は令和 6年 4 月  1日から施行する 

 


